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フう ンスにおける批准前の条約の合憲性審査に

っいて (′2)

大藤 (原岡).紀子

フラ■ンスにおいては,近年,ヨーロッパ統合に関するマーストリヒト条約の

批准に伴い.条約の合憲性審査がその重要性を増す結果となった｡

第-稿では,その現代フランス憲法における批准前の条約の合憲性審査が憲

法第54条および第61条2項の両手続に基づいて行われること,そ-して具体的な

裁決例において,これまで,複数の条約がEq民主権とa)関係において,'合意と

判断されてきたことを紹介した(l)0

.本稿では,続いて.初めて達意の判断が下されたヤニス.トリヒト条約に関す

る1992年4月9日の裁決およびそれに関連して下されたその後の裁決を紹介し

たい (B)C

･更に,批准前ではなく.批准され,発効した後には,フランスでは条約の合

憲性審査は全く及ばないのかどうか,について触れたいと思う｡(班)

B.マーストリ.ヒト集約に関する裁決

ヨ⊥ロッパ統合に関するマーストリヒト条約の批准に先立って,フランスで

は,1992年4月9乱 ･同条約が憲法の規定に反する条項を含むと判断した憲法

院の裁決が下されたことは;よく知ら.れているところである｡ ところで,すで

に述べたように,この裁決に基づいて.同年6月25日に表法を改正する法律が

制定,公布されているが.第54条に纏わる改正に伴い,70名の元老院議員によ

ら,′早速審査請求が行われ,同年9月2日に裁決が下されている.更に,′その

後同条約のEg民投票による批准は,同年9月20EL 賛成51.0%,反対48.98%

の僅差により成立しているが,.その国民投票手続完了の2_時間後に,今度は憲
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法第61条2項の手続に基づき,批准を承認する法案に対して,63名の国民議会

議員ゆき患法院8.t請求し_,:憲痕院峠,･L13旦後甲.9月23E]■に裁決を下しモいるO以

下,マーストリヒト条約に関するこれらの裁決を紹介したい｡

(i)1992年4月9日の裁決 (92-308DC,第54条に基づく

大統領による請求)(2)

すでに第-稿で述べたように,1992年2月7日に署名されたヨーロッパ統合

に関するマースト.リヒ.ト条約に関して,共和国大統領の請求により,憲法第54

条に基づいて∴憲法院の裁決が4月9日に下されている｡ 条約の合憲性審査に

関する初めての違憲裁決である｡ 審査の対象は,条約そのもの,16の議定書お

よび33の宣言 (d占Clarations)であるo･裁決は,50余りの裁決理由からなり,

国民主権原理との関係において,L条約と憲法との整合性を判断している｡

∴国民主権原理は∴憲法院によれば,1789年人権宣言第3'条-(｢すべでの主権

の原理はト本質的に国民に存する｣)および憲法第3条第=1段-(｢国民主権は,

その代表により,また国民投票によっでそれを行使する人民に帰属する｣)-と

する規定に由来する｡

I~これに対し,二1946年憲法前文第14段が.フランス共和国は ｢国際公法の規範

に従う｣とし,更にその第15段で, ｢相互性を条件と｡して,･ノラランスは,組織

および平和の擁護に必要な主権の制限に同意する｣と規定する｡ また1958年憲

法第53条は. ｢国際機関に関する条約または協定｣が存在することを認めてい

るとし,これらの国際規範が法律によもてのみ批准または承認されることを得

ると規定していることに着目する｡

結論として,これらの意法的効力を有する条文から, ｢194■6年意法前文の~上

記の規定に基づいてフラーン=スは相互性を条件として,:永続的で,法的人格を有

し,構成国の同意による権限の委譲に基づいた決定権を付与された国際機関の

創設およびその発展に参加すること̀を目的とする国際規約~(enga-g'ihents)の

締結を得るものであり,̀国民主権の尊重は,これに対する障害となるものでは

ない｣■とする｡ただし,.これらの国際規約が ｢憲法に反する条項を含み,.国民

主権の行使の基本的条件を侵害する場合｣,■その批准には,憲法改正を要す.る

というQ

具体的に違憲と判断された規定は∴次tD3づであるO
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第一に,ヨーロ._Ly,_,一市民に市町村選挙における投票権および被投票権を認め

た条約第二編第G粂C第8b粂1段(3!に関してO-こ甲規定は,.｢国民主権はそ

_の代表によ_り.,または国民投票によりそれを行使する人民に帰属｣･し (第1段),

｢選挙時,憲法I与規定された条件の下で直接にまたは間接に行われ｣.~｢常に普

通.平等.･秘密であり｣ ▲(第3段).また ｢選挙人は,..法律に定められた条件の

下に,その市民的,政治的権利を享受する両性のフランスの成年者のすべてに

より構成される｣(第4段)とする憲法第3_秦;｢元老院は,間接選挙により

｢共和国領土内の公共団体の代表｣.I羊よ?て選ばれるとする同第24条,および

｢共和国領土内の公共団体は,市町札 県 -海外領土｣であり,｢地中領土内の

公共団体は,法律により定められ｣(第 1__段),､!｢これら公共団体は,選挙され

た議会により.法律に定められた条件の下で一･自由に行政を行う｣(第 2段)

と定める同第72条に反するとされている1.(第27裁決理由)0

その理由は,_フランスの公共団体の選挙時普通選挙でなければならず,また.

元老院は,地方公共団体代表を有する限りにおいて,公共団体で選ばれた選挙

団により遠ばれなければならないが.それ_は,市町村会議員の選挙が元老院議

員の選挙に関係してくるちとを意味す_る. ところで._元老院は,議会の一翼で

･あるため,国民主権の行使に参画するOまた憲法第3条は,共和国の領土内の

公共団体の審議機関.とく事こ市町村会,･.およびパリ議会議員の選挙に関して,

｢?.ライス国民｣のみが投票権および被選挙権を有するという｡･-以上の事情に

より,地方選挙における投票権,被選挙権を他の共同体構成国国民に求める条

約の規定は,.結果的には国民主権について定めた憲法第~3条に反するというの

である｡

第二に; 金融.為替政策の統一に関す_る条約第-編第B章第 1段その他の条

項/i羊関してである (第45裁決理由)0

第三一こ,人の入国および移動に関する措置,,具体的には,ビザの書式に関す~る

理事会の決定が1996年1月1日以降,全員一致ではなく,･__特定多数の決定によ

り行われるとする条約第二編第G章一(23)第100条第3項に関 してであ･る ｡(第

50裁決理由)0

第二および第三の事項については,いずれも ｢国民主権の行使の基本的な条

件｣-を侵害するとされている｡
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(ii)1992年9月2日の裁決 I-(92-312DC,-改正後の第54条に

基づぐ70名の元老院議員に~よる請求)(4)

マ一･ズトーリヒ.ト条約の批准に先立ち,′~第一稿で述べたような憲法改正が1992

年6r月25日_に行われた後,･第54条において新たに憲法院へOT請求権が認められ

た60名の国民議会議員および元老暁議員のうち,Chとrles･Pasqiiil氏率いる10

名の元老院議員が早速その権限を行使し.-8月14日,､批准前の条約の改正ざれ

た新 しい憲法^Lの整合性を問う請求を行らたo

I9月2日..意法院は;4_月･9Elの裁決同様,46項E]もめ長い裁決理由を設け

た後,｢条約が憲法に反する条項を含むもので出ない｣と-判断している.

この裁決は,まず初めに,一第54条に基づく請求手続に関して新たな事項を確

認する意味を持つ.~すなわち,国民投票による批准の約 1ケ月前という直前た

おける請求であっても,形式的に批准が成立していない以上,意法院は;請求

を受理するo･更に,第5の裁決理由で述べ･られているように;一通常は..■｢条約

の憲法整合性の審査は.～- ･■第62条■た従って,憲法院■の裁決の効力を承認し

_ない場合は有D'得るとしても.再度行うことはできない占｣しかし,次の二つ

の場合にCiJ同一_の条約について,_再度審査請求を行うことができるO-つに

は,改正された憲法が,.｢未だ条約の_-つもしくは複数の規定に反する｣1と考

えられる場息 すなわち改正が不十分であった場合でありi二つには∴意法に

新しい条項が加えられ,=その結果当該集約の一つもしくは複数の規定との整合

性が新たに問題となり得_る場合であるo

今回め審査請求の主な目的は,患法改正の後たも条約が未だ人権宣言第3条

および憲法第3条,20条,24条,34条に反すると主張することであった｡ しか

しながら,'意法院は,人権宣言第-3条,'憲法第3免 .･20条.34条に反す′るとの

申し立てに対して.｢既判力 (1'autorit昌de:chose＼jdg昌e)｣を理由に請求を

棄却 している｡また,他の規定に関しては,■患法院は,｢憲法制定権者の主権

的判断権･･(bouvoir:Sodveraind'appr占ciationduこconstituant)｣に言及し.I

特に.関連条文を-Tj-つ改める代わりに;l新た.な条項を付加するなど.恵法

改正の方式に関しては,｢自由である (loisible)｣とするD

.改正によ･り新たに付け加えられた条項のうち,第88⊥3条が∴共同体加盟国

民の居住者による市町村選挙における投票権および被選挙権の承認が義務七は

なく,権限である旨.｢認めることができる｣と規定していることが,秦約第
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8B条違反であるとの主張に対しては,l･次のように反論するOすなわち,.第88-

3条の規定は′,､｢当該法原則の承認にういて存在していた憲法上の障害を除去

する効果を有する｣ものであらて,同条第3段が規定するように; ｢同様の文

言で両議会で採択された組織法｣により,｢本条文の通用の条件が定めこられる｣

際にi..その組織法はi･.｢憲法第88-1条に認めら.れた権限に基づいて.行使され

たコ,トロ_ツパ共同体機関の制定した規定を尊重する義務がある｣とする｡て の

点に関しては,しかし.組織法を制定する議会が共同体法を尊重するか否かは,

その議会の意思にかかっており.その意味で,憲法第55条に基づく法律の条約

整合性審査が.今後特に共同体法に関して.は,更にその重要性を増す事が予想

･される(a)｡

最後に,1司民主権に関して.｢主権の行使の重要な条件の度重なる侵害を承

認する憲法改正が一休どこまで行い得るのか,そしてそれを越えれば_これらの

重要な条件を侵害し,あるいは侵害しない,またヨーpiソバ建設のために合意

された権限の委譲が国家の性質を変えてしまうことに繋がる分岐点はどこか｣.

という請求者の問いに対して,患法院は,ヨーロッパ統合に関する条約が憲法

に反する条項を含んでいるか否かという第54条.に基づく論点に無関係であると

いう理由で,解答を拒否している｡

(泣)1992年 9月23日の裁決 _(92_1313DC,第61条2項に基づく

国民議会議員に･よる請求)

マーストーリヒト条約批准に関する国民投票手続が完了した､9月20日の2時間後

に.iPierreMade/aud氏率いる63名の国民議会議員が成立した批准法の合憲性

に関して,意法院に審査請求を行った｡一憲法第61条2.項に基づく手続である｡

しかしながら,意法院は.1962年11月6日の裁決例を踏襲して∴国民投票手続

によちて採択される法律に関しては.'その合憲性を審査できない_という論理を

展開し. 9月23B,請求を棄却しているiLかしこのこ~とは,逆に..･条約の批

准が仮に議会手続によっていたなかま,.憲法曙は請求を受理していたであろう

ことを暗に意味するものであり.■条約め合憲性蕃査に憲法改正後の~第61条2項

の手続に基づくし審査の道を確認することになる(6)占
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(iv)意法院による批准前の条約の合憲性審査 (まとめ)

1)以上のように∴1992年の憲法改正およびその後め憲法院の裁決によ1り.

批准前の条約の合憲性審査の図式は,■次のようになる｡

まず第-に,ある条約が署名された後,第54条に基づいて,憲法院にその

合憲性について審査請求できるのは,大統領.首相一;両院議長および60名の

両院議員である｡･長く_て1ケ月の審査期間の後∴残された手続は,裁決が合

.憲と下されたか,違憲と下されたかによ■って異なる｡

2)一合意とされた場合..議会で批准法案が審議されることになるO そしてこ

■の法案に関して,憲法第61条2項に基づき,･問題の条約の合憲性についtで;■

意法院に第二の審査請求ができるのである｡ その場合の請求者も,第54条の

場合同様,大統領,-首相卜両院議長,L60名の両院議員であるO′この審査の結

果,･条約が合憲と判断されれば,･その合憲性について払 決着がつき∴後は,

法案が議会で可決されるのを待つのみとなる｡

これに対して,､第54条の手続の際,達意と判断された場合,または第54条･

の手続においては合意とされたが,.第61条に基づいそ達意と判断された場合,

大統領....議会議員は,′条約批准を断念するか,さむなくば,条約批准に先立っ

て,意法改正手続に入らなければならない8

3)首尾よく意法改正が行われたとして,意法院は,改正された新しい憲法

に関連して.改めて第54条に基づき.審査請求されることができる･｡

4)そこで合意とされても,新しい条約批准法案に関して.第61条に基づき,

･再度審査請求され得るのであ･る｡

′むろん,いずれかの審査において達意と判断されれば,･_再び憲法改正手続

.に人らねばならず,∴憲法院が合意と判断するまで,意法院の審査と憲法改正

手続は,I-i.･無限に続くことになる｡

,但Li,条約の批准が国民投票手続によ13て行われる場合には,.この批准法

に対する第61条に基づく審査請求は受理されない｡

=二批'Ti,lノ奏効後の集約ゐ合憲性審査i

限られた請求権者の請求に基づいてではあるが,意法院の立場如何によって

は,条約の国内憲法への整合性を綿密に審査し得るような.批准前の合憲性審

査手続を経た後に,あるいはそのような批准前の手続を経る機会を得ずに,-
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度批准され,発効した条約に関しては,憲法院の合憲性審査は及ばないのであ

ろうか｡

この点に関連して,近年,exceptiondJiTiconstitut■iorlnalit占,すなわちイ寸

随的適意審査権を憲法院に認めるような意法改正案が出されてい-るが;L199b年

に僅差で否決されている了では,現在の憲法の下で,条約の合憲性を付随的に

審査する1tとに関し･tJ意法院および行政裁判所としてのConseild'･Etatは;

どの様な立場を義明しているかo以下,･条約の効力が発生した乱 すなわち公

布が行われた後においては,意法院は,合憲性審査lol権限を有しないこと (A),

およびConseilノdiEtalの発効後の条約の付随的違憲~審査も,統治行為である

ことを理由に,･原則として行われていないことについて述べたい ,(B)0

A.恵法院には.審査権限がない

(i).･条約の付随的合憲性審査権の否定と丁条約スクリーン｣論

条約の合憲性審査は,条約が効力を発生する以前のものであっt,■J効力発生

a,付随的に (parvbi占･■d''exception),すなわち他の規定に関する審査の際

に.関係するすでに効力を有する条約について.その合憲性にづいての判断を

下すことを,意法院自ら原則として否認しているO

-憲法院が,轟約め付随的合憲性審査を否定する理由は,憲法上その権限が明

示的た定めら■れ七いないとLl,I.ぅ_もの■の他/実際上の都合に基づ.くもめと考えら

れ七いるoすなわち,第五共和制1958年憲法以前には∴法律や,条約の合憲性

を問題にする憲法上の制度が存在しなかったが,＼その時代に締結された国際規

約は,~多岐に上り,それちは現在に̀ぉいてもフラシスを拘束するのである｡ し■そ

れらに基づいIt,･す七･に数多くの法的効果が生じてしまちている以上 今更そ

の国際規約の合憲性を問題にすることは,計り知れない不便をもたらす も･のと

考えられているO

･憲法院は 1970年6月1■9日の裁決 _--(78｣391)C)以来, i-ロ∴y=パ共同体に

関す名■)ヾリ条約■ぉよぴローマ条約は,:.｢適正に批准され.･公布された-ものであら

て,憲法第55条の適用領域に入って｣､いるため.合憲性審査の対象にはならな

いと判断しそいるO この場合,L'すでに効力を有する以上∴問題にし得ないとこ

ろ■の共同休法が介在するために,ある法律の合憲性にづいても判断を下し得な

いのであるから,ここで,･共同体法は,｢スクリ⊥ン｣と■しそ機能する:こ■とに
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なるのであるoL

(,ii)■1977年12月30日裁決 (77190DC)(て)

上記の意法院q)立場は,..1977年12月̀30日の裁決_(77190DC)で確認さ.れて

いを占~1977年_5月,ヨーロ,ソバ共同休理事会は∴共同体内のアイソ■､Tiグルコー

ズ (isogl山cose).の生産に対/して,生産者に課税する制度を設けた規則を採択

した0 7イソ･グルコーズとは,グル千十才.シロップの十種で,Jその生産は,

砂糖,の生産と結合するo共同体規則は,この課税率を定めるものであ'jキム.pと

ころで,徴税の方式は,''国内の法律拝より定め■られるべく,_意法に規定されて

いるため.･ノ1977年度修正予算の中に,.共同体の財政を改正する■ための税金の徴

税方式を定めた条項が設けられた｡しかし,税の割り当て,税率については,

定められていないので.国民議会議員は,議論することがせき-ない-oil｢既成事

実｣を示されただけで,どうす.ることも､できない仁､とに業を煮やし,_⊥定数の

社会党議員は,法律が採択された後,その法律が憲法第34条に規定された議会

の専権を侵す.ものであるちとを理由に,憲法院に提訴 した｡憲法第34条は,

｢法律は,■議会により採択される｣とした後,｢あらゆる性質の税の割り当て.

税軋 徴収方式｣は,立法府が定めることとしているからである.

この■裁決において,憲法院は,'ヨエロ:yパ経済共同体 (CEE):条約 (通称ロー

マ条約)~第189条に規定された規則の拘束力を承認し,｢共同体機関と国内機関

とq)間の権限配分甲競合は.憲法第55条の領域に属する,フ ランスにより締結

された国際規約に由来するものである｣JとするO･すなわち,≡憲法第34条との適

合性の議論は退け,単に,共同休の機関と国内の機関との権限が競合するのは,

p-マ条約により与えられた共同体規則の拘束力の必然的な効果であるとするム

また,1970年4月21日の議決は.7.ランスによって適正に承認され; 国内法的

効力を有するものとされている｡そして.｢砂糖の部門における共同市場の形

成の枠内において規定された税金｣は,その議決で定められた共同体の固有の

財源の･Tつとされている｡.1従っ1て.-｢1977年5月17日の規則の場合は,･議会は,

税金の割り.当て,･および税率については介入するこ_とかできず,.規則で定めら

れていないその徴税方式についてのみ権限を有するム′このように規定された国

民主権の行使の条件および法律の領域に関わる憲法第34条に閲す冬共同体機関

とL国内機関の権限配分の反射的効果は,フランスが批准し,･憲法第55条の適用
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領域に属している国際規約の効果でしかない｡=｣_てこで,共同体法は,憲法と

法律と_oFpl.に介在する不透明∴不問責の ｢スケ r)-ン｣として機能しているの

であるb

以上の様に,､共同体法_に代表されるよ.うな条約が憲法と法律以下の国内法規

範との問早年介在する場合∴例えばそ?条約の適用に関する国内法は,条約それ

自体の合意性にも繋がるたれ そ..0事査権限を否定す_る憲法院は;■･条約がいわ

ばスクリ.丁ンのように介在する-こ･Jt.を理由に,,国内法の憲法適合性審査を行う

-羊とを否定するO.この様な理論が,｢条約スケリ｢ン｣論と呼 ばれるとこ.ろ_の

-,b甲:である(8号｡1977年12月30日の裁決の例で言えば,問題の予算法は._条約

の必然的結果である限りにおいて,その合意性は問題に_ならll:くなる｡ こq)こ

と払 .■ひいては,現在享でのところ,_すでに効力を有する条約に関しては､付

随的な方法によってその合憲性を審査する.権限は;.､憲法取 手は属さないものと

:と見なされていることを意味する｡

(早)患法院の付随的合憲性審査の可能性

効力発生後の条約に対する意法院の権限は,完全に否定され,いかなる場合

において息行い得ないかというと,必ずしもそうではない｡実は,二つの方式

により.憲法院は;__.あ.aL.､は将来条約の付随的合憲性審査を認めるかもしれな

い可能性を残.してし.､るものと考えられるのであるo

第-の方式は,第61条第2項に基づく,条約の適用に関すさ法律の合憲性審

査の際に,条約が適正に国内法秩序i妄組み込まれたものか否かを審査するとい

う道である｡ このような方式は,取り分け1976年度予算法に関する1975年12月

30E]の裁決によって示されているO､_こ■の予算法に関連 して,社会党議員は,

｢外国商業債務返帝のための公債会計｣という名称の国連の特別会計に反対 し

ていたoその会計はJ＼し取り分けフランス政府とチ])政府との間に締結された幾

?かの協軍は,｢国家の財政に関わる｣.ものであり,･患法第53条 (9)の適用領域

に入るものでありながら,議会によって,いかなる承認も与えられていないた

軌 へ,適正年手続によって締結されたものではなく.無効であるというものであっ

た｡意法院はi この請求に基づいて,審査を行い,議会は;その後の予算法の

様々な規定にネ-り,協定I;-黙示的に承認を与えているとして,意法第53条,少

なくともその精神は,尊重されていると判断..1請求を棄却している｡
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ここで注目されるのは,憲法院が/請求~を却下することなく,⊥応は受け入

れ,､審査を行 っているという事実であるOそれは,憲法院が,条約の適用は関

する法令の審査の隙,憲法第53条に基づいて,当該条約が国内法上効力を有す

_lる際に取られた手続,すなわち批准および承認の手続の適正を.付随的に審査

しているという.こ･とであしる｡す七に効力を有する条約の合憲性の実体について

紘,審査を拒否_し,手続につ′いてぬ,付随的審査を認めているのCi.何故であ

ろうか｡その理由は,.一つに底 ,AbrLAharri氏によれば(lD),憲法上の手続の適

正が侵害される-,Eとは,集約の実体の合憲性が侵害されることより､も,その弊

害の度合いがより大きいと考えられているからセあるo 手続の環症は,,一国内法

秩序に,その条約が正しく導入されTtいないということを意味する｡.手続上環

症のある条約は,･本来ならば法的に存在しないはずの規範Iであり,その適用ゐ

ための法律に対する審査の際に,.付随的にたまたまその条約自体の存在に対す

る疑問が浮かび上がった場合にも.存在しないはずの条約の架空の効力を理由

に却下することは得ない,とされているO

もうーっ考えられる理由は,条約の実体の合憲性払 効力発生以前に.憲法

第54条および第61条という二つの手続た基づき,審査する機会を有するため,

憲法院が更に効力発生後に付随的た審査することを拒否する理由かある?た対

して.批准手続の適正に関する合憲性については,事前に審査する術を有しな

いことがあげられる｡従って.事後的な効力発生後のこの点に関する付随的審

査が正当化され得るという'のであるoi

･.ところで,Cohseild'EtAtおよび破投院は,.憲法第53条に関する批准手鏡

の適正を審査する■ことを拒否しており,この憲法院の審査が現在のところ手続

の適正を確保するための唯一.の手段であるO ノ.

･条約の付随的合憲性審査を意法院が行い得る三つ目の可能性は.条約に関す

るものではなく,法律の合憲性審査を扱った1985年1月25白め裁決 (85-187D

C)･よ･り導かれる｡･こ.の裁決は,あるいは; 憲法院の判例変更の萌芽とも･考え

られるほどの意味を持つ｡

すなわち,･それまでの裁決においてJ意法院は,.発効後の法律の付随的合憲

性をほぼ自動的に拒否していた｡例 えば,.ラジオ,テレビの公的な独占を侵し
′

た看た対する刑事上の制裁を設ける法律に対する合憲性審査め請求は,公布ゐ

時点で憲法院にかけられること.がなからたと言えども,.すでに過去において公
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布された以上.その法律に由来する独占そのも_のの違憲性を提起するこ.とはで

きないという理由で,却下されてノいる (1978年7.月27E]の採決,.78-96DC)0

1985年1月25日の裁決(1?では,裁決理由におい･てい次のように述べられて

いる点で革新的であると考えられる｡

｢憲法に関して,公布された法律上の適正は,それを修正し._補足し,-また

はその領域に影響を与える法律上の規定の審査の際に有効に･主張されること.が

できる｡｣

過去の法律を ｢補足｣する法律と,それを ｢適用｣.する法律との問の区別比

定かではないが,･いずれにせよ,すでに公布された法律に関してト新たな関連

法律の審査の際に,･_そq)適正について,:_有効に判断を下すこ｡とができ.るとして

いる点で画期的である｡

∴こ1の法律に関して下された裁決が,条約についても及ぶこ-とになるか否か,

についてである,が,現在のところ,それは明らかにはされていない1.Abrahani

氏は,この点を疑問視しており;次のように述べているふ ,

′｢法的安全性の必要の観点からは‥公布後数年を経た法律の違憲性の宣言に

関してすでに問題を投げかけているO法的安全の必要は,国際条約の場合にお

いては,~より一層重要である｡何故なら,後からその効力を問題にすることは,

国内的見地においてのみならず,/.フランスの外交関係の行為においてもより腹

立たしい結果をもたらし得るからである｡｣

･外交関係を考慮した法的安全性を重視するか.あるいは数と重要性を増す条

約の国内法規範との整合性を重視するか,今後の憲法院の裁決で取られる立場

が注目されるところである｡

B∴conseild_'~Etatにi/る発効後の集約の付随的合悪性審査

(i) 統治行為給

国際関係に関わる事項は,フランスにおいては,､伝統的に ｢統治行為｣を構

成し,行政裁判所の審査の及ばないものとされてきたDそれは,ある条約に基

づいて行われた行政行為が,憲法の規定や,法律に優位する原則等に反する場

合においても,_~条約の違法性を理由と■して,その行為の取り消しの訴えを起こ

しても,･受理できないということを意味している｡

この統治行為論の基本には,Conseild'■二Etatの.自己抑制的な配慮がある｡
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そして._それは,■LJohnLockeによる裁判所の従属的な三権分立構造 と結びづ

くこ,とにより.,_法論理的にも正当化されるに至るのである(12).｡ この様な,統

治行為論の成立の背景におけるConseild一,Etatの判例政策的な側面 と･,･三権

分立論による法論的側面との二重性は,統治行為の定義においても反映 され,

行政行為二.(activit昌S､Administratives)Jと区別す.ることによしって,一統治行為

(Activit昌S:gouverhをmental由),に.~実質的な定義を求め､る説と..｢統治行為と

は,裁判で審査を拒否されたところの行為そのもの｣であると見なし,形式的

な定義を付与する艶とが対立している｡

･いずれにLrてもi特に,1875年 2月19日のConsbild'Etatの.ナポレオン王

子 ､(PrihceNapol昌on)■判決は;統治行為をして.I_従来のよう.に,｢政治的利

益によってのみ規定されるのではない｣ とし,｢政治的動機 (ねobilepolitii

que)｣と､いう抽象的な概念を排除している点で,__統治行為の絶え間ない拡大

に根本的な歯止めを掛けた判決として評価さ_れている｡＼また,Conseild'Etat

の判断回避が,明示的に ｢統治行為｣という名 に基づいて行われるこ とが少な

くなった｡実際.その後の判例において,統治行為として認められる行為は,

徐々に縮小･し,現在のところ,Conseil､d'Etatの判例にあげ られているカテ

ゴリヰ_は,I.第十にト執行府と議会との関係に関するもの,第二に,'国際関係に

関するもの;ノのこうに限られている. 本稿に関係する第二の点につ.いて言えば,

｢統治行為｣の名称で判断が回避されている例と･.して,国際関連事項を適用す

る執行府の行為の合憲性,′あるいは,'適法性審査∴また∴ ある条約の批准,_承

認手続が適正であう､たか否がの審査があげられるのであるDすなわち,国際規

範を適用するこれらの行政行為を問題にすることで,国際規範の効力そのもの

を無にすることに繋がりかねない.阜うな零李恥 華治行為の範噂に属するもの

とみなされたのである｡但 し/国際関係の行政行為の適法性審査に関 しては,

判例は,｢切り離 し得る行為 (actesd占tachables)｣の理論を用いて,統治行

為論の適用範歯を更に狭める判決を下 している占

(並)｢切り離 し得 る行為｣.の理論

｢切-り離 し得る行為｣-の概念とは{問題の行政行為が,条約の適用に関わる

部分,より広 くは,国際関係の措置に関わる部分と,それらとの繋がり.を重 く･

持たな-いわけでLは1.ないにせよ,.1論理的に切り離 して考え得る部分-とに分けるこ
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とができる場合.切り離された行為に関しては,･統治行為を構成せず.行政裁

判所の審査権が及ぶ;とするものである｡

･Cと)nseild'Etatが初めてこの ｢切り離 し得■る行為｣の概念を用いたのは,

1926年=2･月5日のカラ■コ夫人･(DameCaracd)判決に̀おいてである(t3㌔

.この判決は∴フランースとテユニジア間の協定と･その批准に関する政令とにつ

いて違憲性が間軌 こされた例である｡協定それ自体の違憲性にういては,

Conseir.d'■Etatは;.l憲法上その権限を有しないので,･Lただち･に■訴えtを却下l_し

ている｡問題紙 その条約の批准に関する政令について∴同一じ政令ゐ規定を二

つに分け.一方で;協定それ自体と不可分一体に関わっている部分に関･しそ広

訴えをやはり退け,しかしながら,他方や,協定それ自体と決 して不可分では

-ない,従ってて ｢切.り離′し得_る｣部分に関しては,訴えを受理するめであるO,そ

れは.協定の適用の際に,一定の訴訟について判決を下す裁判所を組織するこ

とを目的とする規定であ■った｡このカラ.コ･夫人判決以来,｢切り離し得る行為｣

の概念は,様々な状況の下せ用いられるこ'ltとなる."･

しかし,-~いかなる場合においせも,.｢切り離し得る行為｣は,L裁判官に国際

条約の効力を審査する権限を与える_もの七はないo'ぁる行為が国際関係から切

り離し得るのは,._まさしくそd)適法性を国際条約それ自休の効力に関するあら

ゆる判断から独立して審査することが可能であるからであるO-_従,'/七十国際条

約め合憲性審査を裁判所に禁止する原則を何等侵害するもの剖 まないo

しかしながら;L'問題は,L'どこまでが統治行為で.どこからが ｢切り離し得る

行為｣か~の基準がこ必ずしも明､らかではないことセあるcDd占Z氏の区別にな

･らって,1953年,11eumann氏は,その論文の中で,LL＼統治行為か∴｢国際秩序に

向いた行為｣であるのに対して,｢切り離し得る行為｣は,｢国内秩序に向いた

行為｣一であると言う(ll)｡=明白性に欠ける定義であ-るTよ-うに見受けられるが,

｢判例の哲学を良く表している｣とする意見もある(15)a

Abraham氏によれば∴｢切り離し得る｣とは考えられない行為,すなわこち;､

明らかに統治行為の範噂に含まれる行為として,次のものがあるとする｡ 第-

に,国際条約ま七は協定そのものである0第二に,その条約,.協定締結の前に

行われたものであ,っても∴後た行われたものであっても,_交渉,.締結.~批准手

続等に密接に関わるすべての行為である｡第三に.政府の条約,協定の交渉,

あるいは交渉をしないこと∴署名の決定につい'it｡第四に,条約,協定を破棄
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する決定も統治行為と見なされるとす.る('テ)0

しかし,基本的には,統治行為自体が,判例政策的な理論であるため,｢切

り離し得る行為｣も,同様の性質を有する理論であるもq)と考えられるoすな

わち従来は‥~その統治行為の領域と考えられていた国際関係全般に関わるこ･と

であっても,Cohseild'■Bt-atの審査を∵定の場合に認めることを目的とする

ものである｡従って,･統治行為論同様,あらかじめその具体的内容,範囲を確

定するq)は難しい.t言わざるを得ず,一そ.の時,その時のConseildJEtatの判

断に依存する側面を有するものと思われる｡･lで時,これまで,,｢切り■離 し得る

行為｣の理論が,実際に用いられた例として.どの様なものがあるだろう,か｡

先にあげたDameCaJraqo判決の他 代表的な事例としてあげられるのが.国

外追放令に関する一連q)判決およびヴェ.トナム大使館の建設許可に関する判決

である｡

まず,第丁の国外追放令に関する判決であるが.国外追放令は,長い間統治

行為の一つと見なされ.それに関連するいかなる行為も,訴えを提起でき.ない

.もの.と考えら_れていたのであるC実際,･国外追放は∴何等かの理由により,自

国を逃れてきた外国人を,.その国の引き渡し要求に基づき,受け渡すことであ

り,国際政敵 外交に高度に関わる行為であると考えなければならない｡その

高度な政治性を表す事例として.Abr'aham氏は,1984年,フ ラ_ンス政府がス

ペイン政府の要求に従い;フランスに逃れてきたスペインの亡命者を一定期間

蹄錯した後に,国際的配慮に基づき引き渡したことをあげている｡■国外追放は,

外交的な駆け引きを伴う行為でありトその裁判官による統制は,国際関係の指

針に対する行政裁判官の不介入という,統治行為論の考え方か■らすれば,問題

となる(.17)0.

しかし,一Conseild'Etatは.すでに1937年のDecer畔1j決(岬で,初めて以前

の判例を覆し,国外追放令に対する_越権行為を理由とする訴えの原告適格性を

容認しているoそこでは,国際関係から ｢切り離し得る行為｣-が認められ,こ

の新しい判例は,̀その後の国外追放令に関する判決で確認されている望)A

_I.Conseil:d'.Etat訴訟部会の1978年12月22日,_VoThanhNghia判決QO)では,

ヴキト1.j-ム政府に与えられた大使館建設許可が統治行為か否かが問われたもの

である･b 見解を求められた外務大臣は,統治行為であると答え,､許可行為q)敬

_bl消しの訴えを却下すJiき旨解答した｡,実際,大使館建設許可行為の裁判所に
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よる統制は;,■外交問題に発展する可能性を秘めている｡ フランスも批准してい

る外交関係拝聞するウィ｢ン条約には,接受国 _(l'Etat:Tacpcr昌ditaire")が

外交関係に入る相手国家がその外交任務を遂行するのに必要な土鞄を確保する

ことを助けるよう,規定しているOl)｡そして･フランス政府は, この規定に拘

束されるのである｡従って,大使館を保護することを目的とする建物の建築の

ための建設許可は,国際的義務の遂行から ｢切り離し得る｣性質のものではな

い.というのが外務大臣の出張であった｡

con占eild-J.Eiatは;しかし,外務大.臣の判断とは異なる判決を下 したOす

なわも.建物の用途如何に拘らず,その建設は,許可の手鑑 法衛 都市計画

規則に基づく基本法の尊重に従属するものであり,ノ従って,裁判官は,与えら

れた許可行為のい適正法を審査する権限を有し,それは国際関係に纏わる行為

から ｢切り離し得る行為｣せぁると見なしているのであや｡

.以上が付随的.な形での条約の合憲性審査とも受け取られ卑憲法院,Conseil

d'Etatの判決に関する簡単な紹介である.意法院にも,Conseild-Etatにも,

原則的には,付随的な合憲性審査権は,=憲法上認められてい′ない｡･しかし,19

75年の置法院の裁決,Conseild'Etatの ｢切り離し繰る行為｣論に基づいた1

判決は,｢条約スク,.リーン｣論も,｢統治行為｣論も.̀裁判所の審査を全く受け

つけない性質の∴絶対的な慮則ではないことを物語っている･と言えようO

おわりに

I.第⊥稿および第二稿を通じて,ノ現代フラン女における批准前の条約の合憲性
/ヽ

審査の手掛 こ関して.~簡連な憲法院め裁決例ゐ由介を?けて述べ,更に,批准,

発効後の条約の合憲性審査の可能性について触れたものでLある9

批准前の条約の合憲性審査手続については,特にマ｢ストリヒト条約と関連

iこお､いて,兵約の重要性が飛躍的に増大すると射 _こ,審査請求が議会議員にも

認め■ちれ∴条約の国内意味~との適合性を計る動きが強まっているノことが注目さ～ lノ･l l

れるOまた,批准後の条約拝関しても..今後,意法改正という形で,あるいは

憲法院の裁決において,何等かの合憲性審査手続か保障されていく公算が高いOl
この様に,国内法規範において.条約の■占める位置付け■が大きくJd:るにつれ.

7ラ:(芥で.時,.少なくとも手続面でi.も 阜権者の軍恩を担保できるネうな方途

が模索されているようである6
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なお,主権者の意思を実体面や保障やきるか否か,｣すなわち条約の内容 と国

民主権原理との関係につい七は,今回は.簡単に憲法院の裁決を紹介す射 こと

どめたが∴別稿に譲 りたいと思 う｡
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